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                                 平成 27 年 12 月 6 日 
「世界の核の平和利用の現状と課題」 

                            日本安全保障戦略研究所 
                                  奥村直士 

[はじめに] 
2009 年（平成 21 年）4 月、ｵﾊﾞﾏ大統領がﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞにおいて「唯一の核兵器使用経験を持

つ核兵器保有国として、米国が世界の先頭に立って核兵器の無い世界の平和と安全を追求

する具体的目標」を示し、同年 10 月にﾉｰﾍﾞﾙ平和賞を受賞してから 6 年間が過ぎ去ろうと

している。 
平成 27 年 7 月 14 日にｲﾗﾝの「平和目的の核開発」検証等が国際合意され「包括的共同行動

計画(JCPOA)」が発表された。国際原子力機関(IAEA)の監視の下での今後の核開発の行方

が注目される。 
他方、平成 27 年 11 月 27 日の産経新聞朝刊等では、「中国は原子力発電技術の促進に注力

していて、現政権の目指す「新ｼﾙｸﾛｰﾄﾞ構想（一帯一路構想）」では、2030 年迄に、低利融

資等の制度金融を活用して、60 ヶ国に 200 基以上の原子力発電所の新規建設を目指してい

る。又、英国に続き、ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝとも中国製原子炉の輸出契約を締結し、現在、ﾊﾟｷｽﾀﾝ・ｹﾆｱ・

ﾙｰﾏﾆｱとも輸出交渉を進めている。」と報道された。World Nuclear Association によると、

現在、中国では 26 基の原子力発電設備が運転中で、ほぼ同数の 25 基の建設中である。更

に、計画中の 43 基と提案中の 136 基を合せると、同国内の原子力発電所は 230 基に達す

る可能性がある。これは、現在の米国の 2.5 倍、ﾌﾗﾝｽの 4 倍、日本の 6 倍の規模である。

満足な運用実績や事故対応経験が少ない同国で、十分な現場経験と判断力を有する運転技

術者を、必要人数の技術人材を育成・確保出来るのであろうか？ 
世界では、現在 436 基の原子炉が運転中で 3 億 8 千万 KWe の発電能力があるが、将来的

には 10 万 9 千 KWe と 3 倍以上の規模になり、32 か国から 48 か国に広がる見込みであ

る。48 か国での核の平和利用は、ある意味でとても重要であるものの、困難な北朝鮮やｲﾗ

ﾝとの核協議の状況をみると、核不拡散の実現が簡単とは思えない。 
しかし、子々孫々の安全の為に、我々は目を瞑ることは、許されない。先ず、世界の核の平

和利用の現実を、「極力客観的・俯瞰的」に認識することから検討を始めた。 
 

[I] ｴﾈﾙｷﾞｰ安全保障と原子力の役割 
 地球社会を客観的・俯瞰的に観ると、以下の流れが、現実的に自然な流れであろう。 
 ・ｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給は快適・安全・便利な、人類の生存に不可欠、 

・ｴﾈﾙｷﾞｰ安全保障は、旧来の「国家の安全保障」と、今後の「人間の安全保障」の両者に 
とり不可欠、 

 ・世界の必要ｴﾈﾙｷﾞｰ供給源の 70~80％を分担する「限りある化石燃料」に対し、地球規 
模での保全が不可欠、 
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 ・複雑な系統制御を行う必要が無い「化石資源代替ｴﾈﾙｷﾞｰ源」として原子力ｴﾈﾙｷﾞｰの活

用も重要、 
 ・その為、核不拡散と核廃棄物処分は、気候変動問題同様、先送り出来ない地球規模で最 

優先の課題、 
 ・原子力発電所の制御系に対し、国外等遠隔地からのｻｲﾊﾞｰ攻撃の危険性は増大。（ｲﾗﾝの

核兵器開発阻止に向けた原子力関連施設に対するｻｲﾊﾞｰ攻撃報道に観られる様に、大規

模ﾌﾟﾗﾝﾄに対する遠隔逆操作能力は格段に進歩し、脅威となりうることが判る。） 
   
[II] 原子力発電と核燃料 

原子力発電所を語る評論家やﾒﾃﾞｨｱ記事などは多いが、具体的で責任ある対策提言を行う

為には、核の平和利用自体についての技術的理解が不可欠である。 
① 原子力発電方式； 

表１より、稼働中の大規模な原子力発電方式では、その台数や出力で 6~7 割を占める加

圧水型が最も多く安定運転出来ていることが判る。続いて、沸騰水型は 2 割弱を占めるが、

その差は大きい。その他は、台数が 2 割弱であるが出力は 1 割程度である。 
表 1 稼働中発電用原子炉       (IAEA end of 2014) 

型式 方式 実施国 稼働数

基 

出力 

GWe 

燃料 冷却材 減速材

PWR 加圧水型 米・仏・日・

露・中、等 
277 

(63.2%)

257 

(68.4%)

濃縮 UO2 軽水 軽水 

BWR 沸騰水型 米・日・ 

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ、等

80 

(18.3%)

75 

(19.9%)

濃縮 UO2 軽水 軽水 

PHWR 加圧重水型 英 49 

(11.2%)

25 

(6.6%)

天然 UO2 重水 重水 

GCR ｶﾞｽ冷却型 加・印 15  

(3.4%)

6 

(2.1%)

天然金属 U 

濃縮 UO2 
CO2 黒鉛 

LWGR 軽水黒鉛炉 露 11+4 

(3.4%)

10.2 

(2.7%)

濃縮 UO2 軽水 黒鉛 

FBR 

 

高速中性子 露 2  

(0.5%)

0.6 

(0.2%)

PuO2  

UO2 

液体ﾅﾄ

ﾘｳﾑ 

無し 

② ｳﾗﾝ資源； 
表 2 に示すように、ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ･ﾛｼｱ･ｶﾅﾀﾞ･ﾆｼﾞｪｰﾙの回収可能確認資源量が多い。石

油資源の埋蔵地域に比べると、天然ｶﾞｽ資源同様に埋蔵地域は世界に分散している。ｶｻﾞﾌｽﾀ

ﾝとﾆｼﾞｪｰﾙとﾓﾝｺﾞﾙは、海に面していず輸送経路の柔軟性に欠ける為、輸送ﾘｽｸは低くない。 
                    表２ 確認回収可能資源主要埋蔵量（ﾄﾝ ｳﾗﾆｳﾑ） (WNA , 2015) 

地域 国別 合計 
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ｵｾｱﾆｱ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 1,706,100 (29%) 1,706,100 (28.9%) 

旧ソ連 CIS ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ 679,300 (12%), ﾛｼｱ 505,900 (9%),  

ｳｸﾗｲﾅ 117,700 (2%), ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ 91,300 (2%) 
1,394,200 (23.6%) 

北米 ｶﾅﾀﾞ 493,900 (8%), ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 276,100 (5%),  

米国 207,400 (4%) 
977,400 (16.6%) 

ｱﾌﾘｶ ﾆｼﾞｪｰﾙ 404,900 (7%), ﾅﾐﾋﾞｱ 382,800 (6%), 

南ｱﾌﾘｶ 338,100 (6%) 
1,125,800 (19.1%) 

ｱｼﾞｱ 中国 199,100 (4%), ﾓﾝｺﾞﾙ 141,500 (2%) 340,600 (5.8%) 

その他  358,800 (6.1%) 

合計  5,902,900 (100%) 

③  使用済み核燃料及び放射性廃棄物の最終処分と核燃料ｻｲｸﾙ； 
直接処分（米・ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ・加・ｽｳｪｰﾃﾞﾝ等）と再処理（英・仏・露・中等）に大別される。 

国土の広い米国でも、世論の影響で直接処分の為のﾊｯｶｰﾏｳﾝﾃﾝ事業は見通しが立っていない。

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞの「ｵﾝｶﾛ」は、唯一建設が進行しているが、同国には火山・地震が無く、安定した

岩盤が利用出来ることから恵まれている。 
再処理による核燃料ｻｲｸﾙに高速増殖炉は必要である。「ふげん」を引き継いだ、日本の「も

んじゅ」の今後の技術確立が注目される。米・英・独では、高速増殖炉の開発を中止してい

て、日本以外では、表 3 に示す 4 か国のみが、高速増殖炉の開発を継続中である。 
日本原子力研究機構が開発する「高温ｶﾞｽ炉」の被覆燃料粒子は、ｶﾞﾗｽ固化体同様に化学的

安定性に優れ、破壊も困難な為、核兵器等への再利用は困難というﾒﾘｯﾄがある。又、同「高

温ｶﾞｽ炉」からの高ﾚﾍﾞﾙ廃棄物は、発電量当たり軽水炉の 1/4 程度と少なく、直接処分の埋

設深度も浅くて済む為、最終処分が比較的に容易と考えられる。（尚、当ｾﾗﾐｯｸｽ被覆燃料の

製造能力は、現在、日本・中国・米国にのみ存在する。） 
                       表 3 世界で開発中の高速増殖炉          2015 年 8 月 

国 原子炉名 電力 備考 

ﾛｼｱ ﾍﾞﾛﾔﾙｽｸ 3 (BN600) 600MW 1980 年以来運転。 

近年は順調に運転。 

 ﾍﾞﾛﾔﾙｽｸ 4 (BN800) 800MW 2014 年 6 月初臨界。 

 ﾄﾑｽｸ(BREST300) 300MW 鉛冷却型。開発中。 

2020 年完成目標。 

 ﾃﾞｨﾐﾄﾛﾌｸﾞﾗｰﾄ(SVBR100) 100MW 鉛ﾋﾞｽﾏｽ冷却方式。開発中。 

2019 年に発電開始目標。 

中国 高速実験炉 CEFR 25MW 2011 年に発電開始。 

 高速実験炉 BN800 800MW ﾛｼｱ製で、近く着工予定？ 

ｲﾝﾄﾞ 高速実験炉 FBTR 13MW 1985 年から運転。 

 高速実験炉 PFBR 500MW 2015 年運転開始予定。 
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ﾌﾗﾝｽ ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ炉 ASTRID 600MW 基本設計中。 

2025 年運転開始予定。 

                             日本原子力産業協会 

④ 原子力発電所の発電ｺｽﾄ； 
環境ｺｽﾄ・廃炉ｺｽﾄも含めると、経済的に高負担であることは否定出来ない。現代の日本人

の多くは、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄで日常的に多様な情報を俯瞰的に入手出来る為、自ら環境ｺｽﾄ・地元対策

ｺｽﾄ・廃炉ｺｽﾄ等の客観的な支出もある程度意識しつつ、自ら認識・判断出来る。翻って日本

の様な民主主義国以外で、高度な技術力を背景とし中立的な「原子力委員会」が無い様な

国々での原子力発電所建設運転事業に対して、現地住民は判断材料をどの程度入手出来、

納得・安心しながら自らの安全を確保出来るのであろうか？ 
民間商用電源の一つとして導入を判断する際には、米国電気事業者の経営判断方法が有効

かも知れない。現在、米国東海岸の電気事業者数社は、発電ｺｽﾄを下げる為、核燃料からｼｪ

ｰﾙｶﾞｽ起源の天然ｶﾞｽ燃料に切替えを実施中との報道がある。 
⑤ 新型原子力発電設備； 

表 4 に示す通り、経験に基づいて安全対策を多重に備えた新型原子力発電設備が開発さ 
れ、運転・建設・計画されている。（ここでは、その詳細に触れない。） 

               表 4 新型軽水炉の国際市場動向    WNA 2015 年 8 月 

原子炉名 出力 開発者 現状 状況 

ABWR 1380 

MWe 

GE-日立 

東芝 

運転中 1996 年以来、日本で商業運転。台湾で 2 基

建設中。1997 年に米国で設計認証取得。英

国で同申請中。 

AP1000 1200-

1250 

MWe 

WH 建設中 米中で各 4 基建設中。中国で多数計画中。

2005 年に米国で設計認証取得。ｶﾅﾀﾞで同

申請中。 

EPR 1750 

MWe 

ｱﾚﾊﾞ 建設中 ﾌﾗﾝｽで設計承認取得。4 基建設中。 

APR1400 1450 

MWe 

KHNP 
(韓) 

建設中 韓国で 4 基建設中。UAE で 3 基建設中。

米国で設計認証申請中。 

華龍 1 号 1150 

MWe 

CNNC 
CGN (中) 

建設中 中国の主要な輸出炉。中国で複数建設中。

VVER-

1200 

1200 

MWe 

ｷﾞﾄﾞﾛﾌﾟﾚｽ

（露） 

建設中 ﾛｼｱで複数建設中。 

HTR-PM 

HTR-200 

105×2 

MWe 

INET & 
CNEC (中)

建設中 中国国内にﾃﾞﾓﾌﾟﾗﾝﾄを建設中。 

ESBWR 1600 

MWe 

GE 日立 計画中 米国で複数計画中。2014 年に米国で設計

認証取得。 
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APWR 1530 

MWe 

三菱重工 計画中 敦賀で計画中。米国で設計認証申請中。

2014 年に EU で設計承認取得。 

Atmea1 

(PWR) 

1150 

MWe 

ｱﾚﾊﾞ 

三菱重工 

計画中 ﾄﾙｺで計画中。2012 年ﾌﾗﾝｽで設計承認取

得。ｶﾅﾀﾞで設計認証手続き中。 

EC6 

(PHWR) 

750 

MWe 

ｶﾝﾄﾞｩｰ･ｴﾅ

ｼﾞｰ （中）

計画中 ｶﾅﾀﾞで、2013 年に設計認証取得。 

VVER-TOI 1300 

MWe 

ｷﾞﾄﾞﾛﾌﾟﾚｽ

（露） 

計画中 ﾛｼｱとﾄﾙｺで計画中。EUR 認証手続き中。

 
更に、表 5 に示す第四世代原子炉の開発が進行している。（ここでは、その詳細に触れ

ない。） 
                  表 5 第四世代原子炉(GIF)     WNA 2015 年 8 月 

型式 中性子範囲 冷却材 燃料 燃料ｻｲｸﾙ 出力(MWe) 用途 

ｶﾞｽ冷却 

高速炉 

高速中性子 ﾍﾘｳﾑ U238＋ 閉鎖系 

on Site 

1200 電源、 

水素源 

鉛冷却ｶﾞｽ炉 高速中性子 鉛、 

鉛ﾋﾞｽﾏｽ 
U238+ 閉鎖系 

Regional 

20-180, 

300-1200, 

600-1000 

電源、 

水素源 

熔融塩高速炉 高速中性子 ﾌｯ化塩 ﾌｩ化ｳﾗﾝ塩 

 

閉鎖系 1000 電源、 

水素源 

高温熔融塩 

高速炉 

熱中性子 ﾌｯ化塩 二酸化ｳﾗﾝ

（Particles 

in prism）

開放系 1000-1500 水素源 

ﾅﾄﾘｳﾑ冷却 

高速炉 

高速中性子 ﾅﾄﾘｳﾑ U238 MOX 閉鎖系 50-150, 

600-1500 

電源 

超臨界水 

冷却炉 

熱中性子 

高速中性子 

軽水 二酸化ｳﾗﾝ 開放系； 

熱中性子、

閉鎖系； 

高速中性子

300-700, 

1000-1500 

電源 

超高温ｶﾞｽ炉 熱中性子 ﾍﾘｳﾑ 二酸化ｳﾗﾝ

（prism or

Pebbles） 

開放系 250-300 水素源、

電源 

 
⑤  小型ﾓｼﾞｭｰﾙ炉（SMR）； 

表 6 に示すように、大規模設備からの送電ﾛｽを避けることが可能な分散型設置を可能とする

小型モジュールの開発が行われている。（ここでは、その詳細には触れない。） 
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                       表 6 小型ﾓｼﾞｭｰﾙ炉の開発状況 

国 内容 

ﾛｼｱ KLT-30 (35 MWe；PWR) 

VBER (150/300 MWe), VK (300 MWe), ABU & SUBR (100 MWe) 

韓国 AMART (90/100；PWR) 

中国 ACP100 (100MWe；PWR) 

HTR-PM (高温ｶﾞｽ冷却炉) 

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ CAREM-25 (25MWe；PWR) 

  
[III] 原子力発電（核の平和利用）の歴史と現状 
① 原子力発電所の稼働率； 

地震国・島国・火山国・被爆国に住む日本国民の多くは直感的に危険性を感じ、「安心」

出来ていない模様である。従い、一度事故が発生すると「安心」が広域に失われ、事故に直

接拘りない発電所も含め、稼働率全体に負の影響が表れる。事実、日本での平均設備利用率

は、2010 年迄は概ね 80%、2011 年は 38%、2012 年は 4.4%と激変（減）した。尚、「数

値を用いた技術的説明」で「安心」の回復は実現出来ず、「人間的信頼性」が有効ではない

だろうか？ 
世界の原子力発電所の稼働率（負荷率）は、表 7 の様に火力発電所並みに高く商業運転出

来ている。殆どは地震発生地域を避けて設置されていることが、最大の理由であろうか。 
       表 7 世界の原子力発電所の平均負荷率   IAEA End of 2014 

PWR BWR PHWR LWGR GCR FBR 
77.3% 62.1% 80.2% 74.0% 74.4% 80.0% 

② 現在の国別原子力平和利用実施状況； 
現在原子力発電設備を大量に運転している上位 10 か国の運転状況と増設・計画等の見通

しを表 8 に示す。中国・ﾛｼｱ･ｳｸﾗｲﾅでの大規模な増設計画が確認出来る。ﾁｪﾙﾉﾌﾞｲﾘ原子力発

電所があるｳｸﾗｲﾅでの積極的な原子力発電所強化策から、国民の為のｴﾈﾙｷﾞｰや電力の安定供

給が国家や地域の安全保障の主要素であることが判る。 
表 8 原子力発電所（各国別 TOP10）万 KW（台数・基数） (WNA 2015.8) 

国名 運転中 建設中 計画中 提案中 合計 

米国 9,879.2 (99) 601.8 (5) 606.3 (5) 2,600.0 (17) 13,687.3 (126)

ﾌﾗﾝｽ 6,313.0 (58) 175.0 (1) 0.0(0) 175.0(1) 6,663.0 (60)

日本 4,048.0 (43) 303.6 (3) 1,294.7 (9) 414.5 (4) 6,060.8 (59)

ﾛｼｱ 2,526.4 (34) 796.8(9) 3,326.4(31) 1,600.0(18)  8249.6(92)

中国 2,314.4 (26) 2,739.3(25) 4,997.0(43) 15,300.0(136) 25,350.7 (230)

韓国 2,167.7 (24) 560.0(4) 1,160.0 (8) 0.0 (0) 3,887.7 (36)

ｶﾅﾀﾞ 1,355.3 (19) 0.0 (0) 150.0 (2) 380.0 (3) 1,885.3(24)
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ｳｸﾗｲﾅ 1,310.7 (15) 0.0 (0) 190.0 (2) 1,200.0 (11) 2,700.7(28)

ﾄﾞｲﾂ 1,072.0 (8) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 1,072.0(8)

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 948.7(10) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 948.7(10)

赤字に示すとおり、ﾄﾞｲﾂ 及び ｽｳｪｰﾃﾞﾝでは、新規の原子力発電所の建設は無い。これは、

国民の知識や意識が政策決定に強く影響しているものと考えられる。（情報統制が強い非

民主主義国では、起こらない、民意による政策の揺れであろう。） 
因みに、ﾄﾞｲﾂの脱原子力計画は、世論に従い、大きく以下の様に変遷した。 

(1)1898 年ﾁｪﾙﾉﾌﾞｲﾘ原子力発電所 4 号機事故（ﾚﾍﾞﾙ 7）を受けて、 
2002 年 4 月；脱原子力法施行（既存原子力発電所の平均運転期間 32 年に限定）、 

(2) 温室効果ｶﾞｽ発生抑止世論拡大を受けて、 
2010 年原子力法改正法案成立（既存原子力発電所の平均運転期間を更に平均 12 年間

延長）、 
(3)2011 年福島第一原子力発電所被災事故（ﾚﾍﾞﾙ 7）を受けて、 

    2011 年 8 月；脱原子力法改正（2022 年迄に全原子力発電所 11 基を廃止）、 
   2013 年；脱原子力政策堅持を公式確認（ﾒﾙｹﾙ政権）。 

今後、48 か国で原子力発電が行われ、何らかのﾄﾗﾌﾞﾙが発生した場合の対応は如何なるも

のとなるであろうか？事故が発生し「安全神話」が崩壊して始めて、住民が危険を認識する

様な場合には避難が遅れる結果、大きな被害への拡大を回避出来ない。 
③  地域別原子力平和利用状況；  

表 9 からは、現在運転中の国の地域別状況を確認出来る。ｱｼﾞｱ地域の割合は、現時点で

世界全体の 25.5%であるが、将来は 63.6%に達する見込みであり、核の平和利用の結果と

して発生する種々のﾘｽｸの多くは、この地域に生じることは確実であろう。 
表 9 原子力発電所（地域別）万 KW（台数・基数）     (WNA 2015.8) 

地域 運転中 建設中 計画中 提案中 合計 
ｱｼﾞｱ 

(6 ヶ国) 
9,625.5 
(123) 

日本(43) 
中国(26) 
韓国(24) 
ｲﾝﾄﾞ(21) 
台湾(6) 

ﾊﾟｷｽﾀﾝ(3) 

4,370.9 
(42) 

中国(25) 
ｲﾝﾄﾞ(6) 
韓国(4) 
日本(3) 
台湾(2) 

ﾊﾟｷｽﾀﾝ(2) 

9,811.7 
(84) 

中国(43) 
ｲﾝﾄﾞ(22) 
日本(9) 
韓国(8) 

ﾊﾟｷｽﾀﾝ(2) 

55,714.5 
(174) 

中国(136) 
ｲﾝﾄﾞ(35) 
日本(3) 

 

79,522.6 
(423) 

中東 
(1 ヶ国) 

91.5 
ｲﾗﾝ(1) 

0.0 200.0 
ｲﾗﾝ(2) 

630.0 
ｲﾗﾝ(7) 

921.5 
(10) 

CIS 
(3 ヶ国) 

3,874.7 
(50) 

796.8 
(9) 

3,622.4 
(34) 

2,800 
(29) 

11,093.9 
(122) 
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ﾛｼｱ(34) 
ｳｸﾗｲﾅ(15) 
ｱﾙﾒﾆｱ(1) 

ﾛｼｱ(9) ﾛｼｱ(31) 
ｳｸﾗｲﾅ(2) 
ｱﾙﾒﾆｱ(1) 

ﾛｼｱ(18) 
ｳｸﾗｲﾅ(11) 

 
北米 

(2 ヶ国) 
11,204.5 

(118) 
米国(99) 
ｶﾅﾀﾞ(19) 

601.8 
(5) 

米国(5) 

756.3 
(7) 

米国(5) 
ｶﾅﾀﾞ(2) 

2,980.0 
(20) 

米国(17) 
ｶﾅﾀﾞ(3) 

15,542.6 
(150) 

中南米 
(3 ヶ国) 

512.8 
(7) 

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ(3) 
ﾒｷｼｺ(2) 

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ(2) 

143.2 
(2) 

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ(1) 
ﾌﾞﾗｼﾞﾙ(1) 

 

195.0 
(2) 

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ(2) 

730.0 
(8) 

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ(2) 
ﾒｷｼｺ(2) 

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ(4) 

1,581.0 
(19) 

欧州 
(16 ヶ国) 

 

12,374.3 
(135) 

ﾌﾗﾝｽ(58) 
英国(16) 

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ(10) 
ﾄﾞｲﾂ(8) 
ｽﾍﾟｲﾝ(7) 
ﾍﾞﾙｷﾞｰ(7) 

ﾁｪｺ共和国(6) 
ｽｲｽ(5) 

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ(4) 
ﾊﾝｶﾞﾘｰ(4) 
ｽﾛﾊﾞｷｱ(4) 
ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ(2) 
ﾙｰﾏﾆｱ(2) 
ｵﾗﾝﾀﾞ(1) 
ｽﾛﾍﾞﾆｱ(1) 

439.2 
(4) 

ｽﾛﾊﾞｷｱ(2) 
ﾌﾗﾝｽ(1) 

ﾊﾝｶﾞﾘｰ(1) 
 

 

1,507.0 
(12) 

英国(4) 
ﾁｪｺ共和国(2)
ﾊﾝｶﾞﾘｰ(2) 
ﾙｰﾏﾆｱ(2) 

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ(1) 
ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ(1) 

 

2,122.5 
（17） 
英国(7) 
ｽｲｽ(3) 
ﾌﾗﾝｽ(1) 

ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ(1) 
ﾁｪｺ共和国(1) 
ｽﾛﾊﾞｷｱ(1) 
ｵﾗﾝﾀﾞ(1) 
ｽﾛﾍﾞﾆｱ(1) 
ﾙｰﾏﾆｱ(1) 

 

16,443.0 
(168) 

合計 
(31 ヶ国) 

37,683.3 
(434) 

7,010.7 
(62) 

18,670.4 
 (141) 

36,492.0 
(255) 

125,104.6 
(892) 

④ 新規導入国の原子力平和利用状況； 
 表 10 は、現在原子力発電所を運転していないが、将来の建設を計画している国々を示 
している。この中には、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱや UAE 等の中東油田地帯で、ｽﾝﾆ派ｲｽﾗﾑ教徒が主に居住

する国々が含まれている。これらの国々は、ｲｽﾗｴﾙやｲﾗﾝ･ｲﾗｸ･ｼﾘｱ･ﾚﾊﾞﾉﾝ(ﾋｽﾞﾎﾞﾗ)･北部ｲｴﾒﾝ

などのｼｰｱ派国民や勢力に囲まれているものの、今迄は米軍による防衛に依存していた。し
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かし、ｵﾊﾞﾏ政権による米軍地上勢力非介入やｲﾗﾝ核開発合意に不満や不信を抱いている可能

性はある。ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱの原子力発電所建設はﾛｼｱ企業が行うとの報道もある。 
表 10 原子力発電所（新規導入国）万 KW（台数・基数）   (WNA 2015.8) 

地域 建設中 計画中 提案中 合計 
ｱｼﾞｱ 

(6 ヶ国) 
0.0(0) 723.0(7) 

ﾍﾞﾄﾅﾑ(4) 
ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ(2) 
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ(1) 

1,865.0(18) 
ﾍﾞﾄﾅﾑ(6) 
ﾀｲ(5) 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ(4) 
ﾏﾚｰｼｱ(2) 
北朝鮮(1) 

2,588.0 
(25) 

中東・北ｱﾌﾘｶ 
(6 ヶ国) 

420.0(3) 
UAE(3) 

1,060.0(9) 
ﾄﾙｺ(4) 

ｴｼﾞﾌﾟﾄ(2) 
ﾖﾙﾀﾞﾝ(2) 
UAE(1) 

3.950.0(33) 
ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ(16) 

UAE(10) 
ﾄﾙｺ(4) 

ｴｼﾞﾌﾟﾄ(2) 
ｲｽﾗｴﾙ(1) 

5,430.0 
(45) 

欧州 
(2 ヶ国) 

0.0(0) 735.0(7) 
ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ(6) 
ﾘﾄｱﾆｱ(1) 

0.0(0) 735.0 
(7) 

CIS 
(2 ヶ国) 

238.8(2) 
ﾍﾞﾗﾙｰｼ(2) 

60.0(2) 
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ(2) 

300.0(4) 
ﾍﾞﾗﾙｰｼ(2) 
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ(2) 

598.8 
(8) 

中南米 
（1 ヶ国） 

0 0 440.0(4) 
ﾁﾘ(4) 

440.0 
(4) 

合計 
(17 ヶ国) 

658.8 
（5） 

2578.0 
(25) 

6555.0 
(59) 

9,791.8 
(89) 

  前述のとおり、この表には含まれないものの、他に、ｹﾆｱ等の中部南部ｱﾌﾘｶにも原子力発

電所建設が拡がる可能性は高い。これらの国々では、広範囲な住民が平素から避難行動に

関する十分な情報を得たり、確実な避難情報が伝達されたり、信頼に足る中立的な原子力

委員会が組織出来るとは限らない。 
  

    [IV] 原子力関連事故と対策が必要なﾘｽｸ 
① 日本の原子力関連事故・被害と日本に影響を及ぼした海外での事故； 

表 11 に示すように、日本人は過去 70 年間に他国に類をみない大きな核ｴﾈﾙｷﾞｰ起源の被

害や影響を実体験して来た。これらの事実は風化させることなく明確に記憶することで、

再発防止為の具体的努力や国民世論維持対策を緩めてはならない。 



10 
 

表 11 国内及び日本に影響した核・原子力関連被害・事故 
広島原爆被爆 1945 年 8 月 都市破壊効果を実証。 ｳﾗﾝ型 
長崎原爆被爆 1945 年 8 月 都市破壊効果を実証。  ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ型 
ｽﾘｰﾏｲﾙ島原発事故 1978 年 PWR の 2 号原子炉がﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝ。燃料ﾃﾞﾌﾞﾘ回収

済み。 
ﾁｪﾙﾉﾌﾞｲﾘ原発事故 1986 年 ﾚﾍﾞﾙ７；黒鉛減速沸騰軽水圧力管型 PBMK の

4 号原子炉がﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝ。死者多数。石棺による

密封策。 
関電美浜 2 号機事故 1991 年 2 月 ﾚﾍﾞﾙ 2；蒸気発生器の伝熱管が疲労破断。微量

の放射性物質が外部に漏洩。 
「もんじゅ」 
ﾅﾄﾘｳﾑ漏洩事故 

1995 年 12 月 
 

ﾚﾍﾞﾙ１；二次冷却ﾅﾄﾘｳﾑが漏洩。外部への放射

性物質漏れは無し。 
JCO 核燃料加工施設

臨界事故 
1999 年 9 月 ﾚﾍﾞﾙ 4；2 名死亡。667 名被爆。管理者 6 名に、

有罪判決。 
関電美浜 3 号機事故 2004 年 8 月 ﾚﾍﾞﾙ 0；5 名死亡。6 名重軽傷。外部への放射

性物質漏れは無し。 
東電柏崎刈羽原発事故 2007 年 7 月 地震により、火災発生。放射性物質が、海と大

気中に放出。 
「もんじゅ」 
原子炉損傷事故 

2010 年 8 月 3.3 ﾄﾝの「炉内中継装置」が炉内に落下。20 数

回の引き上げ作業は不成功。 
東電福島１原発事故 2011 年 3 月 ﾚﾍﾞﾙ７；東日本大震災後の津波により、1 号機

から 4 号機の冷却が喪失し、燃料漏れ。水蒸気

爆発により、放射性物質を海と大気中に放出。

②  ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの蓄積と核兵器； 
日本のﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ蓄積と消費予定を世界が注目し、IAEA による査察を繰り返して来た。今

回の合意の結果、核兵器保有国以外では、日本に引き続き、ｲﾗﾝも正式に濃縮可能となった。

規模縮小により、ｲﾗﾝの核兵器保有は 10 年後迄遅延との分析が主流である。7 か国合意に

対する各国批准を経て、平成 27 年 10 月に成立した。今後、ﾃﾍﾗﾝ周辺の軍事施設等に対す

る IAEA 査察後、経済制裁解除に向かう可能性はあるが、中東地域でのｼｰｱ派勢力台頭への

GCC 諸国等の強い懸念の影響は否定出来ない。（ｲﾗﾝ合意を受けて、同様の手順で、ﾌﾟｳﾄﾆ

ｳﾑ蓄積が、世界に拡散する可能性は否定出来ない。） 
尚、我が国の原子力発電に伴い生じた分離ﾌﾟｳﾄﾆｳﾑは約 30 ﾄﾝであり、海外に 23 ﾄﾝ、国内に

6 ﾄﾝ強を厳重に保管しているといわれる。26 ﾄﾝは電気事業者が所有し、当面軽水炉にて利

用予定（ﾌﾟﾙｻｰﾏﾙ）で、将来高速増殖炉が稼働すれば、そちらで使用する計画である。(2013、
METI) 
③ 激甚自然災害（地盤沈下・津波・送電線倒壊）； 
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地震で地盤低下の可能性が存在する為、堤防による大地震発生後の津波侵入防止対策の

みでは、津波被害防止は確実とは言えない。又、原子炉冷却用電力の逆送を期す送電線の倒

壊も、原子炉や使用済み核燃料保管プールの継続的冷却に大きな影響を及ぼす。 
③  ﾃﾛﾘｽﾄによる攻撃； 

原子炉事故同様に、送電線の破壊・損傷は、電力供給面で影響が大きい。（全ての送電線

が倒壊すると、原子力発電所は無用の長物となってしまう。） 
⑥ ｻｲﾊﾞｰ攻撃と電磁波ﾊﾟﾙｽ攻撃； 

攻撃する側のﾒﾘｯﾄと目的を特定し、個別具体的な対応策構築が重要である。(ﾁｬﾀﾑﾊｳｽ･ﾚﾎﾟ
ｰﾄ参照) 。内閣府の内閣ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰｾﾝﾀｰとのﾘﾝｹｰｼﾞがどの様に進められるか？ｻｲﾊﾞｰ攻撃

に対しては、被害が拡大する前に速やかに反撃しうる体制が必要である。 
⑦ ﾃﾛ攻撃； 

種々のﾃﾛ攻撃には、個別の目的が存在する。各々ﾃﾛﾘｽﾄの実施目的・期待効果を減じ・抹

殺する持続的対策が必要である。 
⑧ 原子力発電拡散と核拡散； 

米国の有力ｼﾝｸﾀﾝｸの幹部は、公開ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの場において、「核不拡散の国際的な仕組み

策定が最優先。仕組みが出来る前の、各国の拙速な原子力発電運転再開や原子力発電所多

数建設促進」に大きな懸念を表明した。2015 年 
⑨ 日本国の安全保障と核抑止力； 

日本の主要政党幹部は、上記公開ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの場において、「日本の安全保障を日本国自身

ではなく国連が担なうという GHQ 方針に従った日本国憲法制定経緯と国連の現状」、「米

国は中露を含む国連常任理事国では無く民主主義国と相談するべき。日本も、協議の場に

は、現場を知る制服軍人も参加させるべき。」等と、公開の場で説明した。この議論には、

核抑止も含まれるであろう。2015 年 
＊日本国憲法制定の経緯について、日本人の多くは知らない。当然、米国政府高官や議会 

は殆ど知らないことから、この様な事実に基いた世論形成外交が重要である。日本の安全

保障にとり、米国の世論や議会の支持獲得が不可欠である。 
 
[V] ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな管理と核廃棄 
① 世界原子力大学（World Nuclear University）の現状と機能； 

2003 年に故ｱｲｾﾞﾝﾊﾜｰ大統領の演説「Atoms for Peace」50 周年を契機にﾛﾝﾄﾞﾝに設立され

30 か国の主要な原子力教育機関が連携機関として登録している。中核機関は以下の 4 機関。 
  ・世界原子力協会 World Nuclear Association (WNA) 
  ・世界原子力発電事業者協会 World Association of Nuclear Operators (WANO) 
  ・国際原子力機関 International Atomic Energy Agency (IAEA) 
  ・経済協力開発機構原子力機関 Nuclear Energy Association (OECD-NEA) 
世界中に今後大勢必要とされる原子力専門家を育成する為に、以下の役割を実施している。 
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・原子力科学、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、法規教育の強化、 
・原子力技術への講習理解促進、 
・原子力産業界における次世代ﾘｰﾀﾞｰ養成の推進強化。 

世代交代への対応、重大事故の教訓の共有と共に、原子力人材の国際的登録が行われれば、 
核不拡散や国際核ﾃﾛ拡散抑止に効果が期待出来る。2008 年には米国･ﾌﾗﾝｽ･ﾛｼｱ･韓国･ｶﾅﾀﾞ

がｽﾀｯﾌを派遣し実習現場も各国企業が提供していたが、今後の世界の原子力人材の大幅な

不足に向け、育成能力（人数・水準・実習時間など）の拡大も不可欠であろう。 
② IAEA； 

ｲﾗﾝ高官の発言「地球温暖化抑止の為なら原子力発電所建設は正当化出来る」とすると、

世界中どこへでも核は拡散出来ることとなることから、新たに望まれる体制は如何なるも

のであろうか。 
③ NPT； 

国連総会第一委員会（軍縮）での各国の行動（核廃絶・核実験禁止）は、理想と現実の狭 
間で微妙である。現在も、多くの国が核の傘に依存・期待し、合意形成には限界がある。 
④ 原子力発電所及び送電設備の警備と防衛； 

発電所内原子炉建屋・長距離送電線・廃棄物処分（中間と最終）・再処理施設等全ての設

備が対象なので、十分な関連組織間連携強化と要員確保が不可欠なことは言う迄もない。 
⑤ 新国際規模の原子力ｻｲｸﾙ構想； 

図１の原子燃料ｻｲｸﾙを現在国内で構想されているが、これを国際展開した場合に「ﾘｽｸは

下がるか」「海上輸送ﾘｽｸ拡大への対応策は十分に構築できるか」等について、個別の分析

が必要であろう。「原子力の日本の展望；放射性廃棄物処理研究の調査と日本の政策立案の

為の提言」ｷｬﾉﾝｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略研究所(2015)では、検討が進められている。 

 
                           電気事業連合会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから 

図１ 
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⑥ 日米原子力協定； 
1955 年、1968 年、1988 年の三回改訂されて来た現行協定は、1982 年以来の 16 回にわ

たる交渉を経て、1988 年 7 月に発効し 2018 年迄有効である。 
本協定は、（1） 平和利用のための両国政府間の協力を行っていく上の条件を定めた本協定、

（2） 包括同意の実施取極め、（3） 包括同意に関する施設ﾘｽｸや回収ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑの国際輸送指

針を記した付属書で構成されている。 
当協定では、再処理の事前同意権や核物質に関する供給国政府の規制権等を個別のｹｰｽ毎に

行使するのではなく、予め一定の条件を定め、その枠内で一括承認する包括同意方式を導

入した。この協定の発効により、日本は設備建設に長期間を要する「核燃料ｻｲｸﾙ」計画を長

期的な見通しの下で、安定的に運用することが可能になった。 
今後、本協定の存在と日米安全保障条約との関係分析が必要である。 
⑩ 米中原子力協定； 

1985 年に成立し、2015 年 12 月迄の期限である。中国での原子力発電所建設は多くの米

国内雇用を齎すことから、米国企業は前向きであるといわれる。他方、中国に米国の原子力

安全文化を共有・移転出来ることから、核不拡散や核ｾｷｭﾘﾃｨ面での効果が期待される。 
⑪ 米韓原子力協定； 

2014 年 3 月に期限が切れ、2015 年 6 月に改正原子力協定に署名された。将来、南北統

一された後の、「ﾌﾟｳﾄﾆｳﾑ管理」や「ﾉｳﾊｳ管理」に懸念・ﾘｽｸが無いとはいえない。 
⑫ EU ｴﾈﾙｷﾞｰ同盟（Energy Union）； 

2014 年新欧州委員会（EU）発足時に、ﾕﾝｶｰ委員長は EU の 10 の優先課題の一つに「ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ同盟」を位置付けた。副委員長の一名は「ｴﾈﾙｷﾞｰ同盟」の専任。2015 年に発表した「ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ同盟ﾊﾟｯｹｰｼﾞ」では、「ｴﾈﾙｷﾞｰ同盟」の 5 つの柱を、「ｴﾈﾙｷﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ・連帯・信頼」、「完

全統合 EU ｴﾈﾙｷﾞｰ市場」、「ｴﾈﾙｷﾞｰ効率」、「研究・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・競争」、「低炭素経済」とした。

（そもそも EU は、ｱﾙｻﾞｽ･ﾛﾚｰﾝ地域の石炭・鉄鋼資源の管理同盟から発展した。） 
⑬ 記憶の維持； 

悲劇を繰り返さない為、広島・長崎等の核兵器被害やﾁｪﾙﾉﾌﾞｲﾘ発電所爆発事故等の悲惨

な被害の事実を、記憶を風化させることなく、次世代に対して広報・周知することが不可欠

である。（国内外の、戦後世代の多くは原爆投下の事実すら知らない）。➡「災害は、忘れた

ころにやって来る」。米国内務省とｴﾈﾙｷﾞｰ省によるﾏﾝﾊｯﾀﾝ計画設備の国立記念公園化も、悲

劇を繰り返さない為の米国の努力の一環であろう。（広島・長崎の被害も事実として表示さ

れる予定である。）➡（隣国による「広島・長崎への原爆投下は、当然の報い」との認識と

の差は明確である。） 
 
[纏め]  
① 今産まれ 22 世紀を生きる世代の為にも、使い易い化石燃料保存は不可欠である。その 
為、原子力ｴﾈﾙｷﾞｰも各種自然ｴﾈﾙｷﾞｰと共に石油代替ｴﾈﾙｷﾞｰ源として必要である。 
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② 原子力発電ｺｽﾄは廃炉・環境ｺｽﾄを含めると財政負担は巨大である事実を国民と正しく共 
有し、皆で費用負担を覚悟することが不可欠である。 
③ 世界的に原子力発電所は、地震地帯を避けて建設されている。例外的な日本ではでﾘｽｸ 
が高い為、設備技術・操業技術を通した開発と積極的な技術人材育成が行われている。 
④  廃棄物処分方法の国際合意が必要である。各国で資金を負担し合って、砂漠地帯（不 
毛地帯）に国際処分場・設備を建設する可能性は無いか。（不毛な砂漠地帯などが候補であ

ろう。）（中東やﾏｸﾞﾚﾌﾞ諸国の砂漠地帯は、現在は、治安が不安定で不適である。） 
⑤ 地球温暖化抑止という大義名分で世界中に原子力発電は拡散し、結果として核拡散に至 
るという連鎖を抑止する国際連携努力が不可欠で、価値観を共有する仲間・友人を世界中

に増やす必要がある。その為にも、世界の新世代に対して、正しい近代史と日本人に関する

正しい認識を広めることが大切である。 
⑥ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙに核拡散の可能性が増し不確実性と多様性が増す中で、我が国に対する核攻撃 
ﾘｽｸの評価と対策については、ｻｲﾊﾞｰ攻撃を受けるﾘｽｸと共に、広範囲な知見を結集して、短

期・中期・長期別に、各国と連携対策していく必要がある。今や、少数の専門家集団や一国

では対策出来るとは限らない。 
 
[終わりに] 
「地球温暖化抑止とｴﾈﾙｷﾞｰ安定供給」という理由で、世界中で原子力開発の権利が主張さ

れることから、世界中に核開発ﾘｽｸが拡大する可能性が高い。又、第二次世界大戦後 70 年

を経た今、新規核開発国間の連携や国境のないﾃﾛﾘｽﾄ集団の活動拡大を踏まえ、一国対一国

の安全保障では無く、再び新たな同盟国間・武装集団間の対立ﾘｽｸが高まっている様にも見

受けられる。引き続き、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙに多角的な視野で、広範囲な専門家と共に、絶えず流動す

る状況の調査分析を行っていく必要があるのではないだろうか。 
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